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誤 正

１３頁１０行目 Ａ株式会社が再生型 Ａ株式会社が再建型

３２頁２１行目 ること希望していた ることを希望していた
３４頁１１行目 12月13日 2月13日

１４頁２１行目、３０行目債権届提出期間 債権届出期間
１７頁１行目 和解をして、 和解をして（破78条2項14号）、

３８頁１６行目 同月16日確定し 同月16日が経過して確定し
同頁１８行目 した。 した（民再188条1項）。

同頁１５行目 第１回弁済は２月末日 第１回弁済は４月末日
同頁１７行目 （会471条号、 （会471条3号、

４７頁６行目 定めていることが多い）。　 定めていることが多い〔民再54条2項〕）。
４９頁２２行目 1項本文ただし書き） 1項本文）

３９頁５行目 Ｇが第１回弁済 Ａが第１回弁済
４６頁１３行目 （民68条1項3号、会471条5号、 （会471条5号、

５２頁２６行目 執行名義となり得る 債務名義となり得る
５４頁１７行目 （民再178条本文） （民再178条1項本文）

５０頁最終行 破産手続は終了する。 破産手続廃止決定がなされる。
５２頁１８行目 一般調査期間等経過した後 一般調査期間等が経過した後

７２頁１０行目
同頁２２行目

ＢはＸに対し ＢはＡに対し

同頁２５行目 （破45条） （民再45条）

５５頁最終行 （民432条以下） （民454条）
６２頁２６行目 みなされる。また、 みなされる（破187条5項）。また、

８６頁１５行目 許可は必要ない。 許可は必要ない（破78条3項1号）。
９４頁下から１５行目 「賃貸借の物権化」 「賃借権の物権化」

７４頁下から５行目 買主Ｂは、 売主Ａは、
７９頁最終行 （破2条9号） （破2条9項）

１２５頁下から７行目 弁済否認 行為否認
１３８頁８行目 Ａを売主、Ｂを買主、 Ａを買主、Ｂを売主、

９７頁下から１１行目 ことはできる。 ことはできる（破67条2項）。
１２４頁の図【代物弁
済の否認のイメージ】
左部の「資産」下の

現預金 動産

１４１頁表２　４行目 1年超前の原因 １年以上前に生じた原因
１４４頁３行目 破産法71条1項号により、 破産法71条1項1号により、

１４０頁１６行目 前期 前記
１４１頁表２　３行目 危機時期を知ったときよりも前の原因 支払不能等を知ったときよりも前に生じた

１５２頁３行目 （破2条9号） （破2条9項）
同頁４～５行目 （同2条10号） （同条10項）

１４７頁２行目 72条1項による 破産法72条1項による

７～８行目 （同2条6号） （同条6項）
１５５頁最終行 換価するか、 換価するか（破108条1項本文）、

同頁６行目 （同2条7号、 （同条7項、
同頁７行目 （同2条5号） （同条5項）

１５６頁1行目 換価して初めて 換価して（破108条1項ただし書き）初めて

１５６頁　Ｑ７

Ｑ７　土地乙はＰの財産であり、ＰはＳの
物上保証人である。Ｓが破産し、Ａが抵
当権を実行して乙の換価金から1,500
万円を回収した場合、ＡはＳの破産手
続上、3,000万円の破産債権者として
権利行使ができるか。

Ｑ７　動産乙はＳの財産であり、Ａはこれ
に質権を有するところ、Ｓが破産し、乙は
自由財産とされた。Ａが質権を実行して
乙の換価金から10万円を回収した場
合、ＡはＳの破産手続上、300万円の破
産債権者として権利行使ができるか。



１５６頁　Ｑ７の下の解
説部分　１～１４行目

　この事例を整理すると、図⑦の通りで
ある。Ａは、ＳがＡに対する3,000万円の
貸金債務を履行しない場合、乙上の抵
当権を実行して被担保債権の回収を
図ることができる。しかし、乙は、Ｓの破
産財団に所属する財産ではないため、
Ａは別除権者ではない（破産2条9項参
照）、もっともＡはＰ所有の乙の換価金
から優先的に債権回収を図ることがで
き、現にＱ７の事例では1,500万円を回
収できている。とすれば、Ａは、本来Ｓ
の破産手続上3,000万円の破産債権者
として権利行使できる立場にあるとして
も、Ａが乙上に抵当権を実行して乙か
ら回収できない「不足額」の限度で権
利行使ができれば十分なはずである。

この事例を整理すると、図⑦の通りであ
る。Ａは、ＳがＡに対する300万円の貸金
債務を履行しない場合、乙上の質権を
実行して被担保債権の回収を図ることが
できる。しかし、乙は、Ｓの破産財団に所
属する財団ではないため（破34条3項2
号参照）、Ａは別除権者ではない（破産2
条9項参照）、もっともＡはＳの自由財産
である乙の換価金から優先的に債権回
収を図ることができ、現にＱ７の事例では
10万円を回収できている。とすれば、Ａ
は、本来Ｓの破産手続上300万円の破産
債権者として権利行使できる立場にある
としても、Ａが乙上の質権を実行して乙
から回収できない「不足額」の限度で権
利行使ができれば十分なはずである。

１５６頁　図⑦

１６４頁１行目 （破2条9・10号） （破2条9・10項）
同頁下から９行目 （破2条9号。　 （破2条9項。

１５９頁下から１２行目 78条2項1号）。 78条2項1号、14号）。
１６２頁４行目 機能しない。 機能しない（破187条5項）。

１７３頁下から７行目 含まれることになる。 含まれると解するのが自然である。
１８１頁１３行目 再54条2項4号、 再54条2項4項、

１６７頁下から１２行目 、再生法上 、民事再生法上
１７１頁３行目 が限定的に を限定的に

１８８頁　図１タイトル 図１　倒産手続における 図１　破産手続における

１９２頁１４行目 （破101条） （破101条1項）

１８２頁４行目 適格 適確
同頁７行目 清算 精算

１９１頁下から４行目 （破100条） （破100条1項）

１９０頁１１行目、１２
行目、１８行目

３ヶ月分 ３ヶ月間

同頁１２行目 賃金債権 給料
同頁１８行目 賃金 給料の総額

２１７頁下から６行目 目的とする」（１条）。 目的とする」（民再１条）。
２２９頁下から１１行目 株主が書面で 再生債権者が書面で

同頁１８行目 （同条ただし書） （同項ただし書き）

１９４頁　図タイトル 図１　再生手続における 図２　再生手続における
１９３頁下から５行目 （破100条） （破100条1項）

２３５頁下から７行目 増額したため、負債が増大し、ついに 増額したため、ついに
同頁下から５行目 めて13社程度に めて債権者13社程度に

２３１頁８行目 公告された日から 公告された日の翌日から

同頁下から１３行目 再生計画認可決定後３年間、
再生計画認可決定が確定した後３年間
（民再188条2項）、

２４７頁１５行目 （民再230条2項3号・4号） （民再231条2項3号・4号）

２４１頁下から４行目 電話加入金等 電話加入権等
２４６頁下から５行目 二番目の（同3号） （民再223条2項）



２５１頁　表　左上 原則型 基本型

２４９頁
下から４行目以下

（誤）
２年分の可処分所得額の算出方法は、以下のとおりである。

２年分の可処分所得額＝
（１年間の収入の合計額－所得税等－「最低の生活」費用）×２

（正）
２年間の可処分所得額の算出方法の一例は、以下のとおりである。




